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II  消費税の特例計算の概要と対象となる寄附金 

１．特定収入に係る仕入税額控除の特例計算について 

公益社団・財団法人が課税仕入れ等を行った場合における仕入控除税額は、通常の計算に基

づく仕入れ税額から、特定収入※により賄われた課税仕入れ等の税額を控除した残額に相当す

る金額とされています（消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第 60 条第４項）。 

※ 「特定収入」とは、資産の譲渡等の対価以外の収入をいい、例えば、租税、補助金、交付

金、寄附金、出資に対する配当金、保険金、損害賠償金等をいいます（消費税法基本通達

16－2－1）。 

納付税額 ＝          －         －  

 

２．制度改正の内容について 

これまで、課税仕入れ等以外に使途を限定して募集した寄附金であったとしても特定収入に

該当するため、上述した調整計算に基づき納付税額を計算していました。 

今回、消費税法施行令の一部を改正する政令（平成 25 年政令第 167 号）により、募集要

綱等（行政庁の確認を受けたものに限る。）においてその全額の使途が課税仕入れ等以外に限

定されているものについては特定収入から除外することとされました（消費税法施行令第 75

条第１項第６号ハ）。 

※ 平成 26 年４月１日以後に募集される寄附金について適用されます。 

３．確認の対象となる寄附金の要件について 

行政庁の確認を受けるためには、次の要件を満たすことが必要です。 

（１）寄附金を募集する主体が公益法人であること 

行政庁へ申請を行う時点において、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（平成 18 年法律第 49 号。以下「認定法」という。）第２条第３号に規定する公益法人であ

ることが必要です。 

 

課税標準額 

に対する税額 

課税仕入れ

等の税額 

特定収入に係る課

税仕入れ等の税額 
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Ⅵ 確認後の対応（～実施報告まで） 

１．確認書の交付と募集の開始 

確認申請後、行政庁は要件を満たしていることについて確認を行い、確認書を法人に交付

します。当該確認書の交付を受けた法人は、寄附金の募集を開始することができます。行政

庁の確認を受けた募集要綱等により、募集を行ってください。 

※ 法人が税務署へ消費税に係る申告を行う際には確認書の写しを添付してください。当

該確認書は、確認を受けた募集要綱等に基づく寄附金収入を含む申告書を最後に税務署に

提出した課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から７年間、保存してください。 

 

２．寄附金の管理 

行政庁の確認を受けた募集要綱等に則って受け入れた寄附金は、専用口座において管理し、

当該要綱等で定めた使途以外に引き出さないなど、適切に管理してください。 

受け入れた寄附金を支出するときには、支出先から領収書を徴求するとともに、その領

収書をその支出した課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から７年間、保存してく

ださい。 

※ 専用口座の通帳等の写し（記載のある全てのページ）及び領収書の写しを、行政庁への

実施報告の際に添付していただきます。 

 

３．税務署への申告 

行政庁の確認を受けた募集要綱等に則って受け入れた寄附金については、税務署へ消費税

に係る申告書を提出する際に、特定収入に含めず計算を行うことができます。申告書には、

行政庁から交付を受けた確認書の写しを添付してください。 

４．使途の変更について 

行政庁の確認を受けて募集を開始した後は、原則として寄附金の使途を変更することはで

きません。しかし、特定支出の範囲の中で使途を変更し、行政庁の確認を受けるための要件

（Ｐ．２～Ｐ．３）を満たすことができる場合には、再度、行政庁に使途変更の確認申請を

行い、確認を経た場合に限り、当初確認を受けた使途と異なる使途に当該寄附金（既に受け

入れた寄附金を含む）を使用することができます。 

しかしながら、この場合、寄附者の意図に配慮が必要であり、寄附者を誤認させるような

行為は認定法等の規定に照らして問題が生じるおそれがありますので御留意ください。 
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Ⅶ 行政庁への実施報告の方法 

１．必要書類のダウンロード 

Ｐ．６に記載している必要書類のダウンロードの方法に沿って、実施報告様式をダウンロー

ドしてください。手続名は「特定収入に該当しない寄附金に係る実施報告」です。 

２．実施報告様式の作成 

ここでは、寄附金受入額等について記入いただきます。以下の赤字箇所が、記入いただく必

要のある項目です。 

 

３．実施報告を行う 

作成した実施報告様式、専用口座の通帳等の写し及び支出先の領収書の写しをそれぞれ所定

の欄にアップロードしてください。（アップロード方法等は、Ｐ．８を御参照ください。） 
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Ⅷ Ｑ＆Ａ 

Ｑ１ 毎年、課税売上高が 1,000 万円以下で消費税の免税事業者に該当しますが、行政庁の

確認対象となりますか？ 

Ａ１ 免税事業者となっている課税期間は消費税が課税されず、消費税の確定申告を行う必要

がありませんので、原則として行政庁の確認対象となりません。 

ただし、課税事業者を選択する場合であって、簡易課税制度の適用を受けない場合には、

行政庁の確認を受けることで仕入控除税額に影響を及ぼす可能性があります。 

Ｑ２ 消費税の簡易課税制度の適用を受けていますが、行政庁の確認を受ける必要はあります

か？ 

Ａ２ 簡易課税制度の適用を受けている課税事業者は、特定収入に係る調整計算を行う必要が

ありませんので、行政庁の確認を受ける必要はありません。 

Ｑ３ 管理費として給与等に使用するための寄附金は確認の要件を満たしますか？また、法人

の運営に必要な事務所等の建設費用に充てるための寄附金についてはどうですか？ 

Ａ３ 管理費※としての給与等に使用するための寄附金は、「特定の活動」としての事業に充

てるものではありませんので、確認の要件を満たしません。 

※ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平成 19 年内閣府令第

68 号）第 13 条第２項第３号の「管理費」、すなわち、「「公益法人会計基準」の運用指

針」（平成 20 年４月（平成 21 年 10 月改正）内閣府公益認定等委員会）の「１２．（２）

正味財産増減計算書に係る科目及び取扱要領」における「管理費」をいいます。 

また、法人の運営に必要な事務所等の建設費用に使用するための寄附金は、「特定の活

動」としての事業に充てるものではありませんので、確認の要件を満たしません。 

Ｑ４ 毎年度実施している事業に使用するための寄附金は確認の要件を満たしませんか？ 

Ａ４ 確認の要件として、寄附金が期間を限定して募集されることが必要ですが、毎年度実施

している事業に使用することのみをもって、要件を満たさないと判断されるものではあり

ません。寄附金の募集期間が一定期間に限定されている場合には、確認の要件を満たす可

能性があります。 

Ｑ５ 公益目的事業に充てるための寄附金でないと要件を満たしませんか？ 

Ａ５ 寄附金が公益目的事業に使用されるかどうかは、確認の要件に直接関係ありませんが、

管理費に使用される場合は、「特定の活動のために」募集されるという要件を満たしませ

んので御注意ください。 




